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活動性の低い高齢者の介護費用は高くなる 
～活動性の高い高齢者に比べて約5年間で7～11万円～ 

 

活動性の低い高齢者が要介護状態になりやすいことは，これまでの国内外の多くの研究で示され

てきましたが，その結果として介護費用にどの程度の差が生じるのかは明らかになっていませんでし

た．本研究では，11市町に居住する自立高齢者38,875人を約5年間追跡し，活動性の違いによっ

てその後の介護費用に違いがあるかを検討し，どの程度の差が生じるかを算出しました．その結果， 

・外出頻度が「ほぼ毎日」の者に対して「週2-3回」の者は4万円，「週1回以下」の者は7万円介護

費用が高い 

・1日の平均歩行時間が「60分以上」の者に対して「30分未満」の者では11万円介護費用が高い 

ことが明らかになりました．  

 

お問合せ先：山梨大学大学院総合研究部生命環境学域 准教授 平井寛 hhirai@yamanashi.ac.jp 

 

 高齢者の活動性とその後の介護費用（59か月間） 
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■背景 

これまでの国内外の研究によって，高齢者の活動性の低さは死亡，要介護，疾病，機能障害などの健康喪失と

関連することが示されてきました．しかしその健康喪失に伴う費用については，活動性と医療費の負の関連を示した

研究はあるものの，これまで介護費用との関連を検討した研究はありませんでした． 

■目的 

本研究の目的は活動性の違いによってその後の介護費用に違いがあるかを検討し，どの程度の差が生じるかを

算出することです． 

■対象と方法 

本研究は日本老年学評価研究の一環として行われました．2010年から2011年にかけて11自治体 に居住する

74,257名に対し行った自記式調査の回答者47,510名（回収率 64.0％）のうち，介助の必要な者，追跡開始から

12か月以内に死亡，要介護認定，転出した者を除いた38,875名を分析対象としました．活動性の変数として外出

頻度と1日あたりの平均歩行時間を用い，介護費用との関連があるか検討しました．毎月の介護給付データを収集

し，ベースライン調査終了から約5年間（59カ月間）の介護費用額の合計を算出しました．活動性と介護費用の関

連の検討に当たって，性，年齢，婚姻状態，教育年数，等価所得，治療中の疾病（心臓病，脳卒中，肥満，視力

障がい，聴力障がい，排泄障がい，骨折・関節痛・骨粗しょう症），運動機能（手すりを使わずに階段を上れるか，何

もつかまずに椅子から立ち上がれるか），主観的健康感，うつ（GDS15）の影響を考慮して分析を行いました． 

■結果 

外出頻度が「ほぼ毎日」の者に対し，「週2-3回」「週1回以下」の者は統計的に有意に介護費用が高いことが示

されました．推定された介護費用は「ほぼ毎日」で23万円，「週2-3回」で27万円，「週1回以下」で30万円と，それ

ぞれ4万円，7万円の差がありました．歩行時間については，1日の平均歩行時間が「60分以上」の者に対して「30

分未満」の者で有意に介護費用が高くなっていました．推定された介護費用は「60分以上」で21万円なのに対し

「30分未満」では32万円と11万円の差がみられました． 

■結論 

 活動性の高い高齢者に対し，活動性の低い高齢者はその後の介護費用が高くなることが明らかになりました．高

齢者の活動性を維持・向上させることで介護費用の増加を抑えられる可能性が示唆されます． 

■本研究の意義  

 高齢者の運転免許の返納が促されている現在，コミュニティバス等の公共交通は免許返納後の有力な代替手段

の一つであると考えられます．自治体によるコミュニティバス路線のほとんどは赤字路線となっていますが，これらの

バスが高齢者の外出の減少を防ぐことに貢献しているなら，単なる交通分野の事業としては赤字であっても，介護

分野における費用の損失を防ぐことで自治体全体の支出を抑えることに貢献している可能性があります．本研究の

成果はこのようなクロスセクターベネフィット（ある分野の事業が他の分野にもたらす利益）を評価する際に有用であ

ると考えられます．  
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